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a facility can be suppressed. In a control device (100) of a
heat storage type air conditioning system (200) in a facility
i n which a charger (300) for charging electric vehicles i s
installed, an estimation unit (120) estimates the amount o f
electricity used for charging electric vehicles. A control
unit (140) controls, based on the estimation result by the
estimation unit (120), the heat storage and heat discharge
o f the heat storage type air conditioning system (200). The
control unit (140) may also determine the amount o f use o f
energy that i s stored by heat in the heat storage type air
conditioning system (200), according t o the level rank o f
each time zone of the estimated value of the amount o f
electricity for charging electric vehicles.

(57) 要約：【課題】施設の最大 ピーク電力量 を抑
制す る。 【解決手段】電気 自動車〜の充電用
の充電器 3 0 0 が設置 された施設における蓄熱
式空調 システム 2 0 0 の制御装置 1 0 0 におい
て、予測部 1 2 0 は、電気 自動車への充電電力

AA power consumption amount [kWh] 量 を予測する。制御部 1 4 0 は、予測部 1 2 0
BB heat storage power amount
CC air-conditioner power consumption amount による予測結果にもとづいて、蓄熱式空調 シス
DD EV charging power amount テム 2 0 0 の蓄熱および放熱を制御する。制御
EE other power consumption amount 部 1 4 0 は、電気 自動車への充電電力量の予測
FF original air-conditioner power consumption amount
GG portion of use of stored heat energy (minus) 値の、時間帯 ごとの レベル分 けに応 じて、蓄熱
HH air-conditioner power consumption when heat storage is used 式空調 システム 2 0 0 内に蓄熱 され たェネル
II 22 O'CLOCK ギ一の使用量 を決定 してもよい。
JJ 8 O'CLOCK
K 2 O'CLOCK
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明 細 書

発明の名称 ：

蓄熱式空調システムおよび蓄熱式シ ョ一ケースシステムの制御装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、電気自動車への充電用の充電器が設置された施設における蓄熱

式空調システムおよび蓄熱式シ ョーケースシステムの制御装置に関する。

背景技術

[0002] シ ョッビングセンタ一やコンビニエンスス 卜ァなどの店舗の電気料金は、

最大 ピーク電力量の大 きさにより決定される契約形態が一般的である。 よつ

て、最大 ピーク電力量を極力小さ くすることが望 まれる。そのため、蓄熱式

空調システムを導入 し、夜間に蓄熱 したエネルギーを、空調負荷が大 きい昼

間に利用することにより、 ピーク電力量の大 きさを低減する仕組みが普及 し

ている。それに関連 して、翌 日の空調負荷 を予測 して夜間に蓄熱するェネル

ギー量を決定 した り、空調負荷の予測値 と現在の蓄熱残量 との差 に応 じて、

圧縮機の運転能力を決定する手法などが提案されている （たとえば、特許文

献 1、 2 参照）。

[0003] ところで近年、電気自動車 （以下適宜、 E V と表記する）が普及 しは じめ

てお り、シ ョッピングセンタ一やコンビニエンスス トアなどの店舗 にも、充

電設備が設置されることが予想 される。今後、店舗への来客者が E V 充電設

備 を使用することにより、その店舗の E V 充電時間帯の消費電力量が大 きく

なると予測される。なお、本明細書 において E V に充電される電力 とは、主

に E V を駆動するための電力を指 し、主に車両内の電子機器に供給 される既

存の自動車に搭載 されるバ ッテ リに充電される電力ではない。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 6 _ 2 6 6 5 2 0 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 3 4 9 9 3 2 号公報



発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0005] 蓄熱式空調システムや蓄熱式ショーケースシステムにおいて、蓄熱された

エネルギーは空調負荷、ショ一ケース負荷が大きいときに多く利用すること

が望ましいため、空調負荷、ショーケース負荷の推移を予測 して、その放熱

スケジュールを決定 している。今後、 E V 充電設備が導入されると、外気温

度に影響される空調負荷の変動とは全く異なる E V 充電量の変動も考慮する

必要が出てくる。

[0006] 例えば空調負荷は外気温度により影響されるため、外気温度が高くなると

負荷も高くなり、消費電力量も高くなる。それに対 し、 E V 充電量は外気温

度と関係なく、来客数に影響されると考えられる。

[0007] E V 充電設備導入後において、従来の空調負荷のみの予測制御では、 E V

充電電力量により、契約電力ピーク量を超えてしまう可能性がある。また、

E V 充電による急峻な消費電力量増加が発生することにより、消費電力量の

平準化が難 しくなる。

[0008] また、消費電力量の時々刻々の変化に対 して空調システムを、予測制御で

はなく、適応制御 した場合、蓄熱エネルギー利用の効果が空調機に現れるま

でに時間がかかる。また、蓄熱エネルギーを使い切ってしまった後は、対応

することができない。

[0009] 本発明はこうした状況に鑑みなされたものであり、その目的は、施設の最

大ピーク電力量を抑制する技術を提供することにある。

課題を解決するための手段
[001 0] 本発明のある態様の蓄熱式空調システムの制御装置は、電気自動車への充

電用の充電器が設置された施設における蓄熱式空調システ厶の制御装置であ

つて、電気自動車への充電電力量を予測する予測部と、予測部による予測結

果にもとづいて、蓄熱式空調システムの蓄熱および放熱を制御する制御部と

、を備える。

[001 1] また、本発明のある態様の蓄熱式ショーケースシステムの制御装置は、電



気自動車への充電用の充電器が設置された施設における蓄熱式シ ョ一 ケース

シ ステ ム の制御装置であって、電気自動車への充電電力量を予測する予測部

と、予測部 による予測結果にもとづいて、蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム の蓄

熱および放熱を制御する制御部 と、 を備える。

[001 2] なお、以上の構成要素の任意の組み合わせ、本発明の表現 を方法、装置、

シ ステ ム、 記録媒体、 コンピュータプログラム等の間で変換 したものもまた

、本発明の態様 と して有効である。

発明の効果

[001 3] 本発明によれば、施設の最大 ピーク電力を抑制することができる。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図 1] 図 1 ( a ) 、 （b ) は、本発明の実施例 1 の形態に係 る充放電方法を説

明するための図である。

[ 図2 ] 本発明の実施例 1 の形態に係 る電力制御システムの構成 を示すプロック

図である。

[ 図3 ] 実施例 1 、 2 、 3 の形態に係 るデータベースに構築 されるテ一プルの一

例 を示す図である。

[ 図4 ] 実施例 1 、 2 、 3 の形態に係 る蓄熱エネルギーを利用するための レベル

分けを規定 したテ一プルの一例 を示す図である。

[ 図5 ] 実施例 1 の蓄熱式空調システムにおいて、蓄熱エネルギーを利用 しない

場合のステータスを説明するための図である。

[ 図6 ] 実施例 1 の蓄熱式空調 シ ステ ム において、蓄熱中のステ ー タス を説明す

るための図である。

[ 図7 ] 実施例 1 の蓄熱式空調 シ ステ ム において、一系統 につ いて のみ蓄熱エネ

ルギ一を利用する場合のステータスを説明するための図である。

[ 図8 ] 実施例 1 の蓄熱式空調 シ ステ ム において、冷媒の流量制御 を行 う場合を

説明するための図である。

[ 図9 ] 実施例 1 の蓄熱式空調システムにおいて、冷水の流量制御 を行 う場合を

説明するための図である。



[ 図 10 ] 実施例 1 の本発明の実施の形態 に係 る制御装置 による蓄熱制御 を説明

するためのフロ一チヤ一 卜である。

[ 図 11] 実施例 1 の本発明の実施の形態 に係 る制御装置 による、蓄熱エネルギ

—利用制御の第 1 例 を説明するためのフローチヤ一 卜である。

[ 図 12 ] 実施例 1 の本発明の実施の形態 に係 る制御装置 による、蓄熱エネルギ

—利用制御の第 2 例 を説明するためのフローチヤ一 卜である。

[ 図 13 ] 実施例 1 の、 2 、 3 の変形例 1 に係 る蓄熱エネルギーを利用するため

の レベル分 けを規定 したテ一プルの一例 を示す図である。

[ 図 14] 図 1 4 ( a ) 、 （b ) は、実施例 1 の変形例 1 に係 る充放電方法 を説

明するための図である。

[ 図 15 ] 実施例 1 の蓄熱式空調 システムの変形例 を示す図である。

[ 図 16 ] 図 1 6 ( a ) 、 （b ) は、本発明の実施例 2 の形態 に係 る充放電方法

を説明するための図である。

[ 図 17 ] 本発明の実施例 2 の形態 に係 る電力制御 システムの構成 を示すプロッ

ク図である。

[ 図 18 ] 実施例 2 の蓄熱式空調 システムにおいて、蓄熱エネルギーを利用 しな

い場合のステータスを説明するための図である。

[ 図 19 ] 実施例 2 の蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム において、蓄熱中のステ一タ

スを説明するための図である。

[ 図20] 実施例 2 の蓄熱式シ ョーケースシステムにおいて、一系統 についての

み蓄熱エネルギーを利用する場合のステータスを説明するための図である。

[ 図2 1] 実施例 2 の蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム において、冷媒の流量制御 を

行 う場合 を説明するための図である。

[ 図22] 実施例 2 の蓄熱式シ ョーケースシステムにおいて、冷水の流量制御 を

行 う場合 を説明するための図である。

[ 図23] 実施例 2 の本発明の実施の形態 に係 る制御装置 による、蓄熱エネルギ

—利用制御の第 1 例 を説明するためのフローチヤ一 卜である。

[ 図24] 実施例 2 の本発明の実施の形態 に係 る制御装置 による、蓄熱エネルギ



—利用制御 の第 2 例 を説 明す るための フローチ ヤ一 卜であ る。

[ 図25] 図 1 4 ( a ) 、 （b ) は、実施例 2 の変形例 1 に係 る充放 電方法 を説

明す るための図であ る。

[ 図26] 実施例 2 の蓄熱式 シ ョーケースシステムの変形例 を示 す図であ る。

発明を実施するための形態

[001 5] (実施例 1 )

まず、本発 明の実施 の形態 を詳細 に説 明す る前 に、本発 明の実施 の形態 の

概 要 を述べ る。 図 1 ( a ) 、 （b ) は、本発 明の実施 の形態 に係 る充放 電方

法 を説 明す るための図であ る。 図 1 ( a ) の グラフは、 あ る施設 の一 日の消

費電力量 の推移 を示 す。以下本 明細書 では、 この グラフに示 す よ うに、施設

の消費電力量 を空調消費電力量、 E V 充電電力量 および その他 の機 器 の消費

電力量 に分 けて考 える。 E V 充電設備 が導 入 され る と導 入前 と比べ て、施設

の最大 ピー ク電力量 が大 き くな る。 この グラフに示 す よ うに、従来通 りに、

空調負荷 の推移 を予測 して、蓄熱 エネル ギー を利用す る手法 では施設 の最大

ピー ク電力量 を十分 に抑 える ことがで きない。

[001 6] 図 1 ( b ) の グラフは、本発 明の実施 の形態 に係 る充放 電方法 を適用 した

後 の、上記消費電力量 の推移 を示 す。 当該充放 電方法 では、 E V 充電電力量

の推移 を予測 し、 E V 充電電力量 が大 き くな る時間帯 に蓄熱 エネル ギー を使

用す る。 その際、 E V 充電電力量 の時間帯 ごとの予測値 にも とづいて、最適

な量 の蓄熱 エネル ギー を利用す る。 これ によ り、店舗 の最大 ピー ク電力 を抑

え、消費電力量 を平準化 す る ことがで きる。

[001 7] 一例 と して、 E V 充電電力量 を次 の よ うに試算 す る。 E V の急速充電 に必

要 な電力 は充電時間 3 0 分 か ける と 2 0 k W 、 1 時 間か ける と 1 0 k W 、 2

時 間か ける と 5 k W にな る。

[001 8] —例 と して、空調機 の最大消費電力量 を次 の よ うに試算 す る。 夏期 におけ

る空調機 の最大消費電力量 は、 一系統 が室外機 一台 と室 内機 四台 で構成 され

る場合、約 1 2 k W h であ る。 したが って、空調機 の消費電力量 は、 系統数

X k W h とな る。



[001 9] E V —台の充電電力量は、空調機の一系統〜二系統弱にあたる。蓄熱エネ

ルギ一を利用 して削減できる空調機の消費電力量は、 もともとの消費電力量

の約 1 5 ~ 2 0 % である。 この場合、空調機の消費電力量が 1 O O k W h と

すると、蓄熱エネルギーを利用すると、その消費電力量は 8 0 k W h になる

。蓄熱エネルギー利用により、 E V 約 2 台分、充電時間を長 くすると約 4 台

分の充電電力量をまかなうことができる。充電時間を長 くとると、 まかなえ

る E V の台数は増える。

[0020] 図 2 は、本発明の実施の形態に係 る電力制御システム 5 0 0 の構成 を示す

プロック図である。電力制御システム 5 0 0 は、施設内外の機器に供給 され

るべ き電力を制御する。電力制御システム 5 0 0 は、制御装置 1 0 0 、蓄熱

式空調 シ ステ ム 2 0 0 および E V 充電用の充電器 3 0 0 を備 える。なお、施

設に設置されるその他の電力消費機器 （たとえば、照明、シ ョーケースなど

) については省略 して描いている。

[0021 ] 制御装置 1 0 0 は、蓄熱式空調 シ ステ ム 2 0 0 を制御する。制御装置 1 0

0 は、データべ一ス 1 1 0 、予測部 1 2 0 、 レベル決定部 1 3 0 および制御

部 1 4 0 を備 える。 これ らの構成は、ハー ドウェア的には、任意のプロセ ッ

サ、 メモ リ、その他の L S I で実現でき、 ソフ トウェア的にはメモ リに口一

ドされたプログラムなどによって実現 されるが、 ここではそれ らの連携 によ

つて実現 される機能 プロックを描いている。 したがって、 これ らの機能 プロ

ックがハー ドウェアのみ、 ソフ トウェアのみ、 またはそれ らの組み合わせに

よっていろいろな形で実現できることは、当業者 には理解 されるところであ

る。

[0022] データベース 1 1 0 は、 当該施設における E V 充電電力量の ヒス トリカル

データを保持する。たとえば、過去数 力月間の計測データを、たとえば、月

(季節単位であってもよい）、曜 日、時間帯、気象状況および E V 充電電力

量をキーと して計測データを生成する。

[0023] 図 3 は、実施の形態に係 るデータベース 1 1 0 に構築 されるテ一プルの一

例 を示す図である。当該テ一プルは、項 目と して、月、曜 日、時間帯、気象



状況および E V 充電電力量の平均値 （図3 では、一時間ごとの平均値）を含

む。このうち、月、曜日および時間帯は、ネットワーク （たとえば、インタ

—ネッ卜）を介 して接続された日付配信サーバから取得することができる。

気象状況は、ネッ卜ワークを介 して接続された気象情報配信サーバから取得

することができる。 E V 充電電力量は、充電器 3 0 0 から取得することがで

きる。

[0024] なお、テ一プルの項目はより細かく規定されてもよく、たとえば気象状況

として気温や湿度などが規定されてもよい。

[0025] 図 2 に戻り、予測部 1 2 0 はデータベース 1 1 0 を参照 して、充電器 3 0

0 からE V に充電される充電電力量を予測する。より具体的には、予想対象

曰に該当する月、曜日、時間帯、気象状況別のE V 充電電力量をデータべ一

ス 1 1 0 から取得 し、かつ当該予想対象曰の気象予報を上記気象情報配信サ

—バから取得することにより、当該予想対象曰の時間帯別のE V 充電電力量

を予測する。

[0026] レベル決定部 1 3 0 は、予測部 1 2 0 により予測されたE V 充電電力量の

予測値を、時間帯ごとにレベル分けする。

[0027] 図4 は、実施の形態に係る蓄熱エネルギーを利用するためのレベル分けを

規定 したテ一プルの一例を示す図である。当該テ一プルでは、 E V 充電電力

量の予測値が 1 5 k W h 未満をレベル 1、 1 5 k W h 以上〜3 0 k W h 未満

をレベル 2 、 3 0 k W h 以上〜4 5 k W h 未満をレベル 3 、および4 5 k W

h 以上をレベル4 としている。

[0028] 図 2 に戻り、制御部 1 4 0 は予測部 1 2 0 による予測結果にもとづいて、

蓄熱式空調システム 2 0 0 の蓄熱および放熱を制御する。より具体的には、

制御部 1 4 0 は、他のレベルと比較 して予測消費電力量が大きいレベルほど

、冷熱のエネルギーの使用量を多くする。なお、蓄熱式空調システム 2 0 0

では、蓄熱エネルギーが利用できるタイミングは、空調機がオンの状態であ

り、蓄熱中以外の時間帯である。通常、蓄熱は深夜に行われるため、日中 （

昼間）の時間帯である。



[0029] 蓄熱式空調システム 2 0 0 は、蓄熱ユニッ ト1 0 、室外ユニッ ト2 0 およ

び室内ユニッ ト3 0 を備える。 ここで、室外ユニッ ト2 0 および室内ュニッ

卜3 0 は一つの組をな し、以下、それ ら一組を一系統 と呼ぶ。 また、本実施

の形態では室外ユニッ ト2 0 および室内ユニッ ト （図では室内機が 2 台） 3

0 が四系統設置される例を説明する。すなわち、空調機が四系統設置される

例を説明する。 このように、空調機の数 と系統数は対応する。

[0030] 蓄熱ュニッ 卜1 0 は、凝縮器 1 1 、圧縮器 1 2 、蓄熱槽 1 3 、膨張弁 1 5

、開閉弁 1 6 、熱交換器 1 7 、開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 を備える。蓄

熱槽 1 3 は蒸発器 1 4 を含む。圧縮器 1 2 、凝縮器 1 1 、膨張弁 1 5 および

蒸発器 1 4 の間に冷媒循環経路が形成され、その経路を冷媒が循環すること

により、蓄熱槽 1 3 に氷が作 られる。

[0031 ] 蓄熱槽 1 3 を起点にメインの冷水循環経路が形成されており、その経路に

開閉弁 1 6 を介 して、熱交換器 1 7 内を通るサブの冷水循環経路が接続され

ている。開閉弁 1 6 を開 くことにより、熱交換器 1 7 内の冷水循環経路に冷

水を流すことができる。開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 も、開閉弁 1 6 およ

び熱交換器 1 7 と同様の構成である。

[0032] 室外ユニッ ト2 0 a は、開閉弁 2 1 a 、凝縮器 2 2 a および圧縮器 2 3 a

を備える。室内ュニッ 卜3 0 a は、開閉弁 3 a 、膨張弁 3 2 a 、蒸発器 3

3 a 、膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a を備える。

[0033] 圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 3 1 a 、並列に分岐された第 1 経路

(膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3

4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路）が環状に繋がったメインの冷媒循環経

路が形成される。その経路に開閉弁 2 a を介 して、熱交換器 1 7 内を通る

サプの冷媒循環経路が接続されている。開閉弁 2 1 a を開 くことにより、熱

交換器 1 7 か ら蓄熱エネルギーを取得することができる。その他の系統 （図

2 では、室外ュニッ 卜2 0 d および室内ュニッ 卜3 0 d についてのみ描いて

いる）についても同様の構成である。

[0034] 図 5 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 において、蓄熱エネルギーを利用 しな



い場合のステータスを説明するための図である。このステータスでは、開閉

弁 2 a が閉 じられ、開閉弁 3 a が開かれる。すなわち、上記メインの冷

媒循環経路 （図 5 内の太線参照）を冷媒が循環 し、熱交換器 1 7 からエネル

ギ一が補給されない。他の系統についても同様である。このステータスでは

、商用電源からの電力のみにより空調機が稼働する。

[0035] 図 6 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 において、蓄熱中のステータスを説明

するための図である。このステータスでは、圧縮器 1 2 、凝縮器 1 1、膨張

弁 1 5 および蒸発器 1 4 が環状に繋がった冷媒循環経路 （図 6 内の太線参照

) を冷媒が循環 し、蓄熱槽 1 3 に氷が作られる。

[0036] 図 7 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 において、一系統についてのみ蓄熱ェ

ネルギ一を利用する場合のステータスを説明するための図である。第 1系統

では、開閉弁 2 a が開かれ、開閉弁 3 a が閉 じられる。すなわち、圧縮

器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 2 1 a 、熱交換器 1 7 、並列に分岐された

第 1経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a の直列経路）および第 2 経路 （

膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路）が環状に繋がった冷媒循環経

路が形成される。この第 1系統では、熱交換器 1 7 からエネルギーが補給さ

れる。

[0037] —方、その他の系統では、開閉弁 2 d が閉 じられ、開閉弁 3 d が開か

れる。すなわち、圧縮器 2 3 d 、凝縮器 2 2 d 、開閉弁 3 1 d 、並列に分岐

された第 1経路 （膨張弁 3 2 d および蒸発器 3 3 d の直列経路）および第 2

経路 （膨張弁 3 4 d および蒸発器 3 5 d の直列経路）が環状に繋がった冷媒

循環経路が形成される。この系統では、熱交換器 1 9 からエネルギーが補給

されず、商用電源からの電力のみにより空調機が稼働する。図 7 内の太線は

、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6 および熱交換器 1 7 が環状に繋がった冷水循環経

路、熱交換器 1 7 を通る第 1系統の冷媒循環経路、およびその他の系統の熱

交換器 1 9 を通らない冷媒循環経路を示す。

[0038] 制御部 1 4 0 は、 レベル決定部 1 3 0 により決定されたレベルが高いほど

、蓄熱されたエネルギーを使用する系統の数を増やすことにより、蓄熱式空



調システム 2 0 0 に供給 される商用電力を低減することができる。

[0039] 図 8 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 において、冷媒の流量制御 を行 う場合

を説明するための図である。 この制御 を行 う場合、室外ユニ ッ ト2 0 a (図

2 参照）にポンプ 2 4 a および開閉弁 2 5 a がさらに追加される。その他の

系統 についても同様である。熱交換器 1 7 を通る冷媒の流量は 1 0 0 % 未満

に制御 される。一方、熱交換器 1 9 を通る冷媒の流量は 1 0 0 % に制御 され

る。

[0040] 第 1 系統では、開閉弁 2 a および開閉弁 2 5 a が開かれ、開閉弁 3 a

が閉 じられる。 ここでは、圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 2 1 a 、熱

交換器 1 7 、並列に分岐された第 1 経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a

の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路

) が環状 に繋がった冷媒循環経路が形成 され、ポンプ 2 4 a の汲上能力が、

例えば、 5 0 % に制御 されることにより、熱交換器 1 7 を通る冷媒の流量が

5 0 % に制御 される。残 り 5 0 % の流量は開閉弁 2 5 a を通る。

[0041 ] その他の系統では、開閉弁 2 1 d が開かれ、開閉弁 2 5 d および開閉弁 3

1 d が閉 じられる。 ここでは、圧縮器 2 3 d 、凝縮器 2 2 d 、開閉弁 2 1 d

、熱交換器 1 9 、並列に分岐された第 1 経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3

3 a の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列

経路）が環状 に繋がった冷媒循環経路が形成 され、ポンプ 2 4 d の汲上能力

が 1 0 0 % に制御 されることにより、熱交換器 1 9 を通る冷媒の流量が 1 0

0 % に制御 される。 このように、冷媒流量を変更することにより、冷媒の温

度 を制御することができる。制御部 1 4 0 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 内

の蓄熱槽 に循環する冷媒量 と蓄熱槽 に循環 しない冷媒量の割合を変化させる

ことで、冷媒の温度 を下げることができ、蓄熱式空調システム 2 0 0 に供給

される商用電力を低減することができる。すなわち、冷凍能力の一部、ある

いは全部 を蓄熱エネルギーによって賄 うことができるので、消費電力が低減

できる。図 8 内の太線は、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6 、熱交換器 1 7 、開閉弁

1 8 および熱交換器 1 9 が環状 に繋がった冷水循環経路、各熱交換器を通る



各系統の冷媒循環経路を示す。なお、各熱交換器を通る冷媒の流量は異なる

[0042] 図 9 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 において、冷水の流量制御を行う場合

を説明するための図である。この制御を行う場合、蓄熱ユニット1 0 に開閉

弁 1 6 の代わりにポンプ 1 6 a が設けられる。その他の系統についても同様

である。図 9 内の太線は、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6 、熱交換器 1 7 、開閉弁

1 8 および熱交換器 1 9 が環状に繋がった冷水循環経路、各熱交換器を通る

各系統の冷媒循環経路を示す。なお、各熱交換器を通る冷水の流量は異なる

[0043] 第 1 系統では、ポンプ 1 6 a の汲上能力が、例えば、 5 0 % に制御される

ことにより、熱交換器 1 7 を通る冷水の流量が 5 0 % に制御される。その他

の系統では、ポンプ 1 8 d の汲上能力が 1 0 0 % に制御されることにより、

熱交換器 1 9 を通る冷水の流量が 1 0 0 % に制御される。このように、冷水

の流量を変更することにより、冷媒の温度を制御することができる。制御部

1 4 0 は、蓄熱式空調システム 2 0 0 内の蓄熱槽に循環する冷水の流量と蓄

熱槽に循環 しない冷水の流量の割合を変化させることで、冷媒の温度を下げ

ることができ、蓄熱式空調システム 2 0 0 に供給される商用電力を低減する

ことができる。すなわち、冷凍能力の一部、あるいは全部を蓄熱エネルギー

によって賄うことができるので、消費電力が低減できる。

[0044] 図 1 0 は、本発明の実施の形態に係る制御装置 1 0 0 による蓄熱制御を説

明するためのフローチヤ一 卜である。この蓄熱制御は、施設の消費電力が小

さく、電気料金が安価な時間帯 （2 2 時〜 8 時）に実行される。

[0045] 予測部 1 2 0 は、上述 した手法を用いて、翌日の E V 充電電力量の推移を

予測する （S 1 0 ) 。制御部 1 4 0 は、当該 E V 充電電力量の推移にもとづ

き、蓄熱槽に蓄熱すべき蓄熱量を決定する （S 1 1 ) 。制御部 1 4 0 は、上

記図 6 に示 したように蓄熱ュニッ卜の構成を設定する （S 1 2 ) 。蓄熱ュ二

ッ卜は蓄熱を開始する （S 1 3 ) 。すなわち、蓄熱槽への製氷を開始する。

[0046] 図 1 1 は、本発明の実施の形態に係る制御装置 1 0 0 による、蓄熱ェネル



ギ一利用制御の第 1例を説明するためのフローチヤ一 卜である。この蓄熱ェ

ネルギ一利用制御は、 8 時〜 2 2 時の時間帯に実行される。第 1例に係る蓄

熱エネルギー利用制御は、系統の台数制御により実行される。上述 したよう

に、本実施の形態では四系統を想定 している。

[0047] 制御部 1 4 0 は、空調機がオンであり （3 2 0 の丫）、 レベル決定部 1 3

0 により決定されたレベルの確認時刻が到来 したとき （S 2 1 のY ) 、蓄熱

エネルギーを利用可能か否か判定する （S 2 2 ) 。利用不可能の場合 （たと

えば、蓄熱エネルギーを使い切つている場合） （3 2 2 の〜）、商用電力を

使用 して空調機を稼働する （S 2 3 ) 。

[0048] 蓄熱エネルギーを利用可能な場合 （ミ2 2 の丫）、制御部 1 4 0 は上記 レ

ベル （上記図4 参照）を確認する （S 2 4 ) 。 レベル 1 の場合、四系統のう

ち一系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 5 ) 、 レベル 2 の場合、四系統

のうち二系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 6 ) 、 レベル 3 の場合、四

系統のうち三系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 7 ) 、およびレベル 4

の場合、四系統のすべてを蓄熱エネルギー利用運転する （S 2 8 ) 。蓄熱ェ

ネルギ一利用運転 しない系統は、商用電力により運転する。

[0049] 図 1 2 は、本発明の実施の形態に係る制御装置 1 0 0 による、蓄熱ェネル

ギ一利用制御の第 2 例を説明するためのフローチヤ一 卜である。第 2 例に係

る蓄熱エネルギー利用制御は、冷媒の流量制御により実行される。第 2 例に

係るフローチヤ一 卜のステップS 3 0 ~ S 3 3 は、第 1例に係るフローチヤ

- 卜のステップS 2 0 S 2 3 と同様であるため、その説明を省略する。

[0050] 制御部 1 4 0 は上記 レベルを確認する （S 3 4 ) 。 レベル 1 の場合、四系

統のうち一系統の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、三系統の熱交換器

への冷媒流量を 5 0 % に設定する （S 3 5 ) 。 レベル 2 の場合、四系統のう

ち二系統の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、二系統の熱交換器への冷

媒流量を 5 0 % に設定する （S 3 6 ) 。 レベル 3 の場合、四系統のうち三系

銃の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、一系統の熱交換器への冷媒流量

を 5 0 % に設定する （S 3 7 ) 。 レベル 4 の場合、四系統のすべての熱交換



器への冷媒流量を 1 0 0 % に設定する （S 3 8 ) 。

[0051 ] 以上説明 したように本実施の形態によれば、 E V 充電電力量を予測 し、 E

V 充電電力量が上昇する時間帯に、蓄熱式空調システムに蓄熱されたェネル

ギ一を利用することにより、施設の最大 ピーク電力量を抑制 し、施設の消費

電力量を平準化することができる。 また、電力料金が安価な夜間に蓄熱 し、

その蓄熱エネルギーを昼間の E V 充電時に利用することにより、 卜一タルの

電気料金を安 くすることができる。

[0052] 以上、本発明を実施の形態をもとに説明 した。 この実施の形態は例示であ

り、それ らの各構成要素や各処理 プロセスの組合せにいろいろな変形例が可

能なこと、 またそう した変形例 も本発明の範囲にあることは当業者 に理解 さ

れるところである。

[0053] 上述 した実施の形態では、 レベル決定部 1 3 0 は、 E V への充電電力量の

予測値 をもとに レベル分けを行 った。変形例では、 レベル決定部 1 3 0 は、

単位時間当た りの施設の最大消費電力量 と、単位時間当た りの E V への充電

電力量の予測値、蓄熱式空調システム 2 0 0 の消費電力量の予測値および施

設のその他の機器の消費電力量の予測値の合計消費電力量 との割合を レベル

分けする。なお、外気温度などによって蓄熱エネルギー利用効果は変動する

と考 え られる。そこで、 E V 充電電力量の予測値 に、外気温度や C O P (Coef

f i c i ent Of Performance) を踏 まえた重み付け係数 をかけてもよい。

[0054] なお、蓄熱式空調システム 2 0 0 の消費電力量の予測値およびその他の機

器の消費電力量の予測値 も、図 3 に示 した E V 充電電力量 と同様 に、計測デ

—夕のテ一プルを構築することにより生成可能である。

[0055] 図 1 3 は、変形例 1 に係 る蓄熱エネルギーを利用するための レベル分けを

規定 したテ一プルを示す図である。 ここでは、 1 時間当た りの施設内最大消

費電力量 [ k W h h ] に対する、 1 時間当た りの予測消費電力量 [ k W h

/ h ] ( 時間当た りの E V 充電電力量の予測値 + 時間当た りの蓄熱式空

調システム 2 0 0 の消費電力量の予測値 + その他の機器の消費電力量の予測

値）の割合に応 じて、 レベル分け している。その割合が 7 0 % 未満の場合を



レベル 1、 7 0 % 以上〜 8 0 %未満をレペリレ2 、 8 0 % 以上〜 9 0 %未満を

レベリレ3 、および 9 0 %以上をレベル 4 と している。

[0056] 図 1 4 ( a ) 、 （b ) は、変形例 1 に係る充放電方法を説明するための図

である。図 1 4 ( a ) のグラフは、施設内最大消費電力量に対するレベル分

けラインを示 している。図 1 4 ( b ) のグラフは、制御部 1 4 0 が時間帯 ご

との上記 レベルに応 じて蓄熱エネルギーを利用 し、蓄熱式空調システ ム 2 0

0 の消費電力量を制御 した場合の例を示 している。

[0057] 変形例によれば、よりきめ細やかな予測にもとづき、蓄熱式空調システ ム

2 0 0 を制御することができるため、施設の最大 ピーク電力量をより高精度

に抑制することができる。

[0058] なお、 レベル決定部 1 3 0 は、単位時間当た りの施設の最大消費電力量 と

、単位時間当た りの E V への充電電力量の予測値および蓄熱式空調システ ム

2 0 0 の消費電力量の予測値の合計消費電力量 との割合をレベル分け しても

よい。 この場合、上記変形例 1 と比較 し、最大 ピーク電力量の抑制精度は低

下するが、上記その他の機器の消費電力量の計測データを収集する必要がな

くなるため、構成を簡素化することができる。

[0059] 図 1 5 の蓄熱式空調システ ム 2 0 0 は、図 2 に示 した蓄熱式空調システ ム

2 0 0 と比較 し、蓄熱ュニッ 卜1 0 内の熱交換器が二系統で共有される構成

である。蓄熱槽 1 3 には、蒸発器 1 4 、熱交換器 1 7 、熱交換器 1 9 が含 ま

れる。圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 1 6 b 、膨張弁 1 5 a および蒸

発器 1 4 が環状に繋がった冷媒循環経路が形成され、蓄熱槽 1 3 に氷が作 ら

れる。 また、圧縮器 2 3 b 、凝縮器 2 2 b 、開閉弁 1 8 b 、膨張弁 1 5 b お

よび蒸発器 1 4 が環上に繋がった冷媒循環経路によって、蓄熱槽 1 3 に氷が

作 られてもよい。

[0060] この変形例によれば、熱交換器が複数の系統で共有されることにより、蓄

熱ュニッ 卜1 0 の構成を簡素化することができる。

[0061 ] (実施例 2 )

まず、本発明の実施の形態を詳細に説明する前に、本発明の実施の形態の



概要を述べる。図 1 6 ( a ) 、 （b ) は、本発明の実施の形態に係る充放電

方法を説明するための図である。図 1 6 ( a ) のグラフは、ある施設の一日

の消費電力量の推移を示す。以下本明細書では、このグラフに示すように、

施設の消費電力量をショ一ケース消費電力量、 E V 充電電力量およびその他

の機器の消費電力量に分けて考える。 E V 充電設備が導入されると導入前と

比べて、施設の最大ピーク電力量が大きくなる。このグラフに示すように、

従来通りに、空調負荷の推移を予測 して、蓄熱エネルギーを利用する手法で

は施設の最大ピーク電力量を十分に抑えることができない。

[0062] 図 1 6 ( b ) のグラフは、本発明の実施の形態に係る充放電方法を適用 し

た後の、上記消費電力量の推移を示す。当該充放電方法では、 E V 充電電力

量の推移を予測 し、 E V 充電電力量が大きくなる時間帯に蓄熱エネルギーを

使用する。その際、 E V 充電電力量の時間帯ごとの予測値にもとづいて、最

適な量の蓄熱エネルギーを利用する。これにより、店舗の最大ピーク電力を

抑え、消費電力量を平準化することができる。

[0063] 一例として、 E V 充電電力量を次のように試算する。 E V の急速充電に必

要な電力は充電時間 3 0 分かけると2 0 k W、 1 時間かけると 1 0 k W、 2

時間かけると5 k Wになる。

[0064] —例として、ショーケースの最大消費電力量を次のように試算する。夏期

におけるショ一ケースの最大消費電力量は、一系統が冷凍機一台とショ一ケ

—ス四台で構成される場合、約 1 2 k W h である。 したがって、ショーケ一

スの消費電力量は、系統数 X k W h となる。

[0065] E V _ 台の充電電力量は、ショーケースの一系統〜二系統弱にあたる。蓄

熱エネルギーを利用 して削減できるショ一ケースの消費電力量は、もともと

の消費電力量の約 1 5 ~ 2 0 %である。この場合、ショーケースの消費電力

量が 1 0 0 k W h とすると、蓄熱エネルギーを利用すると、その消費電力量

は 8 0 k W h になる。蓄熱エネルギー利用により、 E V 約 2 台分、充電時間

を長 くすると約 4 台分の充電電力量をまかなうことができる。充電時間を長

くとると、まかなえるE V の台数は増える。



[0066] 図 1 7 は、本発明の実施の形態に係る電力制御システム 5 0 0 の構成を示

すプロック図である。電力制御システム 5 0 0 は、施設内外の機器に供給さ

れるべき電力を制御する。電力制御システム 5 0 0 は、制御装置 1 0 0 、蓄

熱式ショーケースシステム 1 2 0 0 および E V 充電用の充電器 3 0 0 を備え

る。なお、施設に設置されるその他の電力消費機器 （たとえば、照明、空調

など）については省略 して描いている。

[0067] 制御装置 1 0 0 は、蓄熱式ショーケースシステム 1 2 0 0 を制御する。制

御装置 1 0 0 は、データべ一ス 1 1 0 、予測部 1 2 0 、 レベル決定部 1 3 0

および制御部 1 4 0 を備える。これらの構成は、ハー ドウェア的には、任意

のプロセッサ、メモリ、その他の L S I で実現でき、ソフ トウェア的にはメ

モリに口一 ドされたプログラムなどによって実現されるが、ここではそれら

の連携によって実現される機能プロックを描いている。 したがって、これら

の機能プロックがハー ドウェアのみ、ソフ トウェアのみ、またはそれらの組

み合わせによっていろいろな形で実現できることは、当業者には理解される

ところである。

[0068] データベース 1 1 0 は、当該施設におけるE V 充電電力量のヒス トリカル

データを保持する。たとえば、過去数力月間の計測データを、たとえば、月

(季節単位であってもよい）、曜日、時間帯、気象状況および E V 充電電力

量をキーとして計測データを生成する。

[0069] 図 3 は、実施の形態に係るデータベース 1 1 0 に構築されるテ一プルの一

例を示す図である。当該テ一プルは、項目として、月、曜日、時間帯、気象

状況および E V 充電電力量の平均値 （図 3 では、一時間ごとの平均値）を含

む。このうち、月、曜日および時間帯は、ネットワーク （たとえば、インタ

—ネッ卜）を介 して接続された日付配信サーバから取得することができる。

気象状況は、ネッ卜ワークを介 して接続された気象情報配信サーバから取得

することができる。 E V 充電電力量は、充電器 3 0 0 から取得することがで

きる。

[0070] なお、テ一プルの項目はより細かく規定されてもよく、たとえば気象状況



と して気温や湿度などが規定されてもよい。

[0071 ] 図 1 7 に戻 り、予測部 1 2 0 はデータベース 1 1 0 を参照 して、充電器 3

0 0 か らE V に充電される充電電力量を予測する。 より具体的には、予想対

象 曰に該当する月、曜 日、時間帯、気象状況別の E V 充電電力量をデータべ

ース 1 1 0 か ら取得 し、かつ当該予想対象 日の気象予報 を上記気象情報配信

サーバか ら取得することにより、当該予想対象 曰の時間帯別の E V 充電電力

量を予測する。

[0072] レベル決定部 1 3 0 は、予測部 1 2 0 により予測された E V 充電電力量の

予測値 を、時間帯 ごとに レベル分けする。

[0073] 図 4 は、実施の形態に係 る蓄熱エネルギーを利用するための レベル分けを

規定 したテ一プルの一例 を示す図である。当該テ一プルでは、 E V 充電電力

量の予測値が 1 5 k W h 未満を レベル 1、 1 5 k W h 以上〜 3 0 k W h 未満

を レベル 2 、 3 0 k W h 以上〜 4 5 k W h 未満を レベル 3 、および 4 5 k W

h 以上を レベル 4 と している。

[0074] 図 1 7 に戻 り、制御部 1 4 0 は予測部 1 2 0 による予測結果にもとづいて

、蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム 1 2 0 0 の蓄熱および放熱を制御する。 より

具体的には、制御部 1 4 0 は、他の レベル と比較 して予測消費電力量が大 き

い レベルほど、冷熱のエネルギーの使用量を多 くする。なお、蓄熱式シ ョー

ケースシステム 1 2 0 0 では、蓄熱エネルギーが利用できるタイミングは、

シ ョーケースがオ ンの状態であ り、蓄熱中以外の時間帯である。通常、蓄熱

は深夜 に行われるため、 日中 （昼間）の時間帯である。

[0075] 蓄熱式シ ョー ケ ー ス シ ステ ム 1 2 0 0 は、 蓄熱ュ ニ ッ 卜 1 0 、冷凍機ュ ニ

ッ 卜2 0 1 およびシ ョーケースユニ ッ ト3 0 1 を備える。 ここで、冷凍機ュ

ニ ッ ト2 0 1 およびシ ョーケースュニ ッ 卜3 0 1 は一つの組をな し、以下、

それ ら一組を一系統 と呼ぶ。 また、本実施の形態では冷凍機ユニ ッ ト2 0 1

およびシ ョーケースユニ ッ ト （図ではシ ョーケースが 2 台） 3 0 1 が四系統

設置される例 を説明する。すなわち、シ ョーケースが四系統設置される例 を

説明する。 このように、シ ョーケースの数 と系統数は対応する。



[0076] 蓄熱ュニッ 卜1 0 は、凝縮器 1 1 、圧縮器 1 2 、蓄熱槽 1 3 、膨張弁 1 5

、開閉弁 1 6 、熱交換器 1 7 、開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 を備える。蓄

熱槽 1 3 は蒸発器 1 4 を含む。圧縮器 1 2 、凝縮器 1 1 、膨張弁 1 5 および

蒸発器 1 4 の間に冷媒循環経路が形成され、その経路を冷媒が循環すること

により、蓄熱槽 1 3 に氷が作 られる。

[0077] 蓄熱槽 1 3 を起点にメインの冷水循環経路が形成されており、その経路に

開閉弁 1 6 を介 して、熱交換器 1 7 内を通るサブの冷水循環経路が接続され

ている。開閉弁 1 6 を開 くことにより、熱交換器 1 7 内の冷水循環経路に冷

水を流すことができる。開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 も、開閉弁 1 6 およ

び熱交換器 1 7 と同様の構成である。

[0078] 冷凍機ュニッ 卜2 0 1 a は、開閉弁 2 a 、凝縮器 2 2 a および圧縮器 2

3 a を備える。シ ョーケースユニッ ト3 0 1 a は、開閉弁 3 1 a 、膨張弁 3

2 a 、蒸発器 3 3 a 、膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a を備える。

[0079] 圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 3 1 a 、並列に分岐された第 1 経路

(膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3

4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路）が環状に繋がったメインの冷媒循環経

路が形成される。その経路に開閉弁 2 a を介 して、熱交換器 1 7 内を通る

サプの冷媒循環経路が接続されている。開閉弁 2 1 a を開 くことにより、熱

交換器 1 7 か ら蓄熱エネルギーを取得することができる。その他の系統 （図

7 では、冷凍機ュニッ 卜2 0 1 d およびシ ョーケースュニッ 卜3 0 1 d に

ついてのみ描いている）についても同様の構成である。

[0080] 図 1 8 は、蓄熱式シ ョーケースシステム 1 2 0 0 において、蓄熱エネルギ

—を利用 しない場合のステータスを説明するための図である。 このステ一タ

スでは、開閉弁 2 a が閉 じられ、開閉弁 3 a が開かれる。すなわち、上

記メインの冷媒循環経路 （図 1 8 内の太線参照）を冷媒が循環 し、熱交換器

7 か らエネルギーが補給されない。他の系統についても同様である。 この

ステータスでは、商用電源か らの電力のみによりシ ョ一ケースが稼働する。

[0081 ] 図 1 9 は、蓄熱式シ ョーケースシステム 1 2 0 0 において、蓄熱中のステ



—タスを説明するための図である。このステータスでは、圧縮器 1 2 、凝縮

器 1 1、膨張弁 1 5 および蒸発器 1 4 が環状に繋がった冷媒循環経路 （図 1

9 内の太線参照）を冷媒が循環 し、蓄熱槽 1 3 に氷が作られる。

[0082] 図 2 0 は、蓄熱式ショーケースシステム 1 2 0 0 において、一系統につい

てのみ蓄熱エネルギーを利用する場合のステータスを説明するための図であ

る。第 1系統では、開閉弁 2 a が開かれ、開閉弁 3 a が閉 じられる。す

なわち、圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 2 1 a 、熱交換器 1 7 、並列

に分岐された第 1経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a の直列経路）およ

び第 2 経路 （膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路）が環状に繋がつ

た冷媒循環経路が形成される。この第 1系統では、熱交換器 1 7 からエネル

ギ一が補給される。

[0083] —方、その他の系統では、開閉弁 2 d が閉 じられ、開閉弁 3 d が開か

れる。すなわち、圧縮器 2 3 d 、凝縮器 2 2 d 、開閉弁 3 1 d 、並列に分岐

された第 1経路 （膨張弁 3 2 d および蒸発器 3 3 d の直列経路）および第 2

経路 （膨張弁 3 4 d および蒸発器 3 5 d の直列経路）が環状に繋がった冷媒

循環経路が形成される。この系統では、熱交換器 1 9 からエネルギーが補給

されず、商用電源からの電力のみにより空調機が稼働する。図 2 0 内の太線

は、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6 および熱交換器 1 7 が環状に繋がった冷水循環

経路、熱交換器 1 7 を通る第 1系統の冷媒循環経路、およびその他の系統の

熱交換器 1 9 を通らない冷媒循環経路を示す。

[0084] 制御部 1 4 0 は、 レベル決定部 1 3 0 により決定されたレベルが高いほど

、蓄熱されたエネルギーを使用する系統の数を増やすことにより、蓄熱式シ

ョ一ケースシステム 1 2 0 0 に供給される商用電力を低減することができる

[0085] 図 2 1 は、蓄熱式ショ一ケースシステム 1 2 0 0 において、冷媒の流量制

御を行う場合を説明するための図である。この制御を行う場合、冷凍機ュニ

ッ卜2 0 1 a (図 1 7 参照）にポンプ2 4 a および開閉弁 2 5 a がさらに追

加される。その他の系統についても同様である。熱交換器 1 7 を通る冷媒の



流量は 1 0 0 %未満に制御される。一方、熱交換器 1 9 を通る冷媒の流量は

0 0 % に制御される。

[0086] 第 1 系統では、開閉弁 2 a および開閉弁 2 5 a が開かれ、開閉弁 3 a

が閉 じられる。ここでは、圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、開閉弁 2 1 a 、熱

交換器 1 7 、並列に分岐された第 1経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3 3 a

の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列経路

) が環状に繋がった冷媒循環経路が形成され、ポンプ2 4 a の汲上能力が、

例えば、 5 0 % に制御されることにより、熱交換器 1 7 を通る冷媒の流量が

5 0 % に制御される。残り5 0 %の流量は開閉弁 2 5 a を通る。

[0087] その他の系統では、開閉弁 2 1 d が開かれ、開閉弁 2 5 d および開閉弁 3

1 d が閉 じられる。ここでは、圧縮器 2 3 d 、凝縮器 2 2 d 、開閉弁 2 1 d

、熱交換器 1 9 、並列に分岐された第 1経路 （膨張弁 3 2 a および蒸発器 3

3 a の直列経路）および第 2 経路 （膨張弁 3 4 a および蒸発器 3 5 a の直列

経路）が環状に繋がった冷媒循環経路が形成され、ポンプ2 4 d の汲上能力

が 1 0 0 % に制御されることにより、熱交換器 1 9 を通る冷媒の流量が 1 0

0 % に制御される。このように、冷媒流量を変更することにより、冷媒の温

度を制御することができる。制御部 1 4 0 は、蓄熱式ショーケースシステム

1 0 0 内の蓄熱槽に循環する冷媒量と蓄熱槽に循環 しない冷媒量の割合を

変化させることで、冷媒の温度を下げることができ、蓄熱式ショーケースシ

ステム 1 2 0 0 に供給される商用電力を低減することができる。すなわち、

冷凍能力の一部、あるいは全部を蓄熱ェネルギ一によって賄うことができる

ので、消費電力が低減できる。図 2 内の太線は、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6

、熱交換器 1 7 、開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 が環状に繋がった冷水循環

経路、各熱交換器を通る各系統の冷媒循環経路を示す。なお、各熱交換器を

通る冷媒の流量は異なる。

[0088] 図 2 2 は、蓄熱式ショ一ケースシステム 1 2 0 0 において、冷水の流量制

御を行う場合を説明するための図である。この制御を行う場合、蓄熱ュニッ

卜1 0 に開閉弁 1 6 の代わりにポンプ 1 6 a が設けられる。その他の系統に



ついても同様である。図 2 2 内の太線は、蓄熱槽 1 3 、開閉弁 1 6 、熱交換

器 1 7 、開閉弁 1 8 および熱交換器 1 9 が環状 に繋がった冷水循環経路、各

熱交換器を通る各系統の冷媒循環経路 を示す。なお、各熱交換器を通る冷水

の流量は異なる。

[0089] 第 1 系統では、ポンプ 1 6 a の汲上能力が、例えば、 5 0 % に制御 される

ことにより、熱交換器 1 7 を通る冷水の流量が 5 0 % に制御 される。その他

の系統では、ポンプ 1 8 d の汲上能力が 1 0 0 % に制御 されることにより、

熱交換器 1 9 を通る冷水の流量が 1 0 0 % に制御 される。 このように、冷水

の流量を変更することにより、冷媒の温度 を制御することができる。制御部

1 4 0 は、蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム 1 2 0 0 内の蓄熱槽 に循環する冷水

の流量 と蓄熱槽 に循環 しない冷水の流量の割合を変化させることで、冷媒の

温度 を下げることができ、蓄熱式シ ョーケースシステム 1 2 0 0 に供給 され

る商用電力を低減することができる。すなわち、冷凍能力の一部、あるいは

全部 を蓄熱エネルギーによって賄 うことができるので、消費電力が低減でき

る。

[0090] 図 1 0 は、本発明の実施の形態に係 る制御装置 1 0 0 による蓄熱制御 を説

明するためのフローチヤ一 卜である。 この蓄熱制御は、施設の消費電力が小

さ く、電気料金が安価な時間帯 （2 2 時〜 8 時）に実行される。

[0091 ] 予測部 1 2 0 は、上述 した手法を用いて、翌 日の E V 充電電力量の推移 を

予測する （S 1 0 ) 。制御部 1 4 0 は、当該 E V 充電電力量の推移 にもとづ

き、蓄熱槽 に蓄熱すべ き蓄熱量を決定する （S 1 1 ) 。制御部 1 4 0 は、上

記図 1 9 に示 したように蓄熱ユニ ッ トの構成 を設定する （S 1 2 ) 。蓄熱ュ

ニ ッ 卜は蓄熱を開始する （S 1 3 ) 。すなわち、蓄熱槽への製氷 を開始する

[0092] 図 2 3 は、本発明の実施の形態に係 る制御装置 1 0 0 による、蓄熱ェネル

ギ一利用制御の第 1 例 を説明するためのフローチヤ一 卜である。 この蓄熱ェ

ネルギ一利用制御は、 8 時〜 2 2 時の時間帯に実行される。第 1 例 に係 る蓄

熱エネルギー利用制御は、系統の台数制御 により実行される。上述 したよう



に、本実施の形態では四系統を想定 している。

[0093] 制御部 1 4 0 は、ショーケースがオンであり （S 2 0 の丫）、 レベル決定

部 1 3 0 により決定されたレベルの確認時刻が到来 したとき （S 2 1 のY )

、蓄熱エネルギーを利用可能か否か判定する （S 2 2 ) 。利用不可能の場合

(たとえば、蓄熱エネルギーを使い切つている場合） （3 2 2 の〜）、商用

電力を使用 してショーケースを稼働する （S 2 3 ) 。

[0094] 蓄熱エネルギーを利用可能な場合 （ミ2 2 の丫）、制御部 1 4 0 は上記 レ

ベル （上記図4 参照）を確認する （S 2 4 ) 。 レベル 1 の場合、四系統のう

ち一系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 5 ) 、 レベル 2 の場合、四系統

のうち二系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 6 ) 、 レベル 3 の場合、四

系統のうち三系統を蓄熱エネルギー利用運転 し （S 2 7 ) 、およびレベル 4

の場合、四系統のすべてを蓄熱エネルギー利用運転する （S 2 8 ) 。蓄熱ェ

ネルギ一利用運転 しない系統は、商用電力により運転する。

[0095] 図 2 4 は、本発明の実施の形態に係る制御装置 1 0 0 による、蓄熱ェネル

ギ一利用制御の第 2 例を説明するためのフローチヤ一 卜である。第 2 例に係

る蓄熱エネルギー利用制御は、冷媒の流量制御により実行される。第 2 例に

係るフローチヤ一 卜のステップS 3 0 ~ S 3 3 は、第 1例に係るフローチヤ

- 卜のステップS 2 0 S 2 3 と同様であるため、その説明を省略する。

[0096] 制御部 1 4 0 は上記 レベルを確認する （S 3 4 ) 。 レベル 1 の場合、四系

統のうち一系統の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、三系統の熱交換器

への冷媒流量を 5 0 % に設定する （S 3 5 ) 。 レベル 2 の場合、四系統のう

ち二系統の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、二系統の熱交換器への冷

媒流量を 5 0 % に設定する （S 3 6 ) 。 レベル 3 の場合、四系統のうち三系

銃の熱交換器への冷媒流量を 1 0 0 % とし、一系統の熱交換器への冷媒流量

を 5 0 % に設定する （S 3 7 ) 。 レベル 4 の場合、四系統のすべての熱交換

器への冷媒流量を 1 0 0 % に設定する （S 3 8 ) 。

[0097] 以上説明 したように本実施の形態によれば、 E V 充電電力量を予測 し、 E

V 充電電力量が上昇する時間帯に、蓄熱式ショーケースシステムに蓄熱され



たエネルギーを利用することにより、施設の最大ピーク電力量を抑制 し、施

設の消費電力量を平準化することができる。また、電力料金が安価な夜間に

蓄熱 し、その蓄熱エネルギーを昼間の E V 充電時に利用することにより、 卜

—タルの電気料金を安 くすることができる。

[0098] 以上、本発明を実施の形態をもとに説明 した。 この実施の形態は例示であ

り、それらの各構成要素や各処理プロセスの組合せにいろいろな変形例が可

能なこと、またそうした変形例も本発明の範囲にあることは当業者に理解さ

れるところである。

[0099] 上述 した実施の形態では、 レベル決定部 1 3 0 は、 E V への充電電力量の

予測値をもとにレベル分けを行った。変形例では、 レベル決定部 1 3 0 は、

単位時間当たりの施設の最大消費電力量と、単位時間当たりの E V への充電

電力量の予測値、蓄熱式シ ョーケースシステム 1 2 0 0 の消費電力量の予測

値および施設のその他の機器の消費電力量の予測値の合計消費電力量との割

合をレベル分けする。なお、外気温度などによって蓄熱エネルギー利用効果

は変動すると考えられる。そこで、 E V 充電電力量の予測値に、外気温度や

C O P (Coeff i c i ent Of Performance) を踏まえた重み付け係数をかけてもよ

い。

[01 00] なお、蓄熱式ショーケースシステム 1 2 0 0 の消費電力量の予測値および

その他の機器の消費電力量の予測値も、図 3 に示 した E V 充電電力量と同様

に、計測データのテ一プルを構築することにより生成可能である。

[01 0 1 ] 図 1 3 は、変形例 1 に係る蓄熱エネルギーを利用するためのレベル分けを

規定 したテ一プルを示す図である。ここでは、 1 時間当たりの施設内最大消

費電力量 [ k W h h ] に対する、 1 時間当たりの予測消費電力量 [ k W h

/ h ] ( 1 時間当たりの E V 充電電力量の予測値 + 時間当たりの蓄熱式シ

ョ一ケースシステム 1 2 0 0 の消費電力量の予測値 + その他の機器の消費電

力量の予測値）の割合に応 じて、 レベル分けしている。その割合が 7 0 %未

満の場合をレベル 1、 7 0 %以上〜 8 0 %未満をレベル 2 、 8 0 %以上〜 9

0 %未満をレベル 3 、および 9 0 %以上をレベル 4 としている。



[01 02] 図 2 5 ( a ) 、 （b ) は、変形例 1 に係 る充放電方法 を説明するための図

である。図 2 5 ( a ) の グラフは、施設内最大消費電力量 に対する レベル分

けラインを示 している。図 2 5 ( b ) の グラフは、制御部 1 4 0 が時間帯 ご

との上記 レベル に応 じて蓄熱エネルギーを利用 し、蓄熱式シ ョーケースシス

テム 1 2 0 0 の消費電力量 を制御 した場合の例 を示 している。

[01 03] 変形例 によれば、 よ りきめ細やかな予測 にもとづ き、蓄熱式シ ョーケース

シ ステ ム 1 2 0 0 を制御することがで きるため、施設の最大 ピーク電力量 を

よ り高精度 に抑制することがで きる。

[01 04] なお、 レベル決定部 1 3 0 は、単位時間当た りの施設の最大消費電力量 と

、単位時間当た りの E V への充電電力量の予測値 および蓄熱式シ ョ一ケース

シ ステ ム 1 2 0 0 の消費電力量の予測値の合計消費電力量 との割合 を レベ ル

分 け してもよい。 この場合、上記変形例 1 と比較 し、最大 ピーク電力量の抑

制精度 は低下するが、上記その他の機器の消費電力量の計測データを収集す

る必要がな くなるため、構成 を簡素化することがで きる。

[01 05] 図 2 6 の蓄熱式シ ョーケースシステム 1 2 0 0 は、 図 1 7 に示 した蓄熱式

シ ョーケースシステム 1 2 0 0 と比較 し、蓄熱ユニ ッ ト1 0 内の熱交換器が

二系統で共有 される構成である。蓄熱槽 1 3 には、蒸発器 1 4 、熱交換器 1

7 、熱交換器 1 9 が含 まれる。圧縮器 2 3 a 、凝縮器 2 2 a 、 開閉弁 1 6 b

、膨張弁 1 5 a および蒸発器 1 4 が環状 に繋が った冷媒循環経路が形成 され

、蓄熱槽 1 3 に氷が作 られる。 また、圧縮器 2 3 b 、凝縮器 2 2 b 、 開閉弁

8 b 、膨張弁 1 5 b および蒸発器 1 4 が環上 に繋が った冷媒循環経路 によ

つて、蓄熱槽 1 3 に氷が作 られてもよい。

[01 06] この変形例 によれば、熱交換器が複数の系統で共有 されることによ り、蓄

熱ュニ ッ 卜1 0 の構成 を簡素化することがで きる。

[01 07] なお、以上の説明では電力制御 システム 5 0 0 を店舗な どの施設 に適用す

る例 を説明 したが、各家庭 に適用することもで きる。

[01 08] (実施例 3 )

店舗 に蓄熱式空調 システム と、蓄熱式シ ョーケースシステムが導入されて



いる場合 においても、本発明を適用することがで きる。

[01 09] この場合、空調消費電力の変動は、 シ ョーケース消費電力量の変動 よ りも

大 きくなる。 そのため、蓄熱式空調 シ ステ ム では、外気温等か ら空調消費電

力量 を予測 し、空調消費電力量のみで、図 1 3 のような レベル分 けを行い、

その レベル分 けに従 って蓄熱利用を制御することで空調消費電力量の ピーク

量の削減 を行 う。

[01 10] この 時、蓄熱式シ ョー ケ ー ス シ ステ ム の蓄熱量 を確認 し、蓄熱利用可能な

場合、蓄熱式シ ョ一ケースシステムで蓄熱 したエネルギーを E V 充電に充て

られる。

[01 11] 但 し、蓄熱式シ ョーケースによる蓄熱がで きていなか った場合 には、蓄熱

式空調 システムでの蓄熱エネルギーを図 4 に沿 って E V 充電に充てる、 も し

くは、図 1 3 に沿 って店舗全体 に充てる。

[01 12] なお、以上の説明では電力制御 システム 5 0 0 を店舗な どの施設 に適用す

る例 を説明 したが、各家庭 に適用することもで きる。

符号の説明

[01 13] 1 0 0 制御装置、 1 1 0 データベース、 1 2 0 予測部、 1 3

0 レベ ル 決定部、 1 4 0 制御部、 2 0 0 蓄熱式空調 シ ステ ム、

3 0 0 充電器、 5 0 0 電力制御 システム、 1 2 0 0 蓄熱式シ ョ一

ケ ー ス シ ステ ム



請求の範囲

冷熱 を蓄熱する蓄熱ュニ ッ 卜と、前記蓄熱ュニ ッ 卜に蓄熱 されたェ

ネルギーを使用 して空気の温度 を調節する空調機 とを有する蓄熱式空

調 シ ステ ム に接続 され、

電気 自動車 を充電する充電器が設置 された施設 に配置 される前記蓄

熱式空調 シ ステ ム の

制御装置であ って、

前記電気 自動車八の充電電力量 を予測する予測部 と、

前記予測部 による予測結果 にもとづいて、前記蓄熱ュニ ッ 卜の蓄熱

および前記空調機 が使用する前記冷熱のェネルギ一の使用量 を制御す

る制御部 と、

を備 えることを特徴 とする蓄熱式空調 シ ステ ム の制御装置。

前記電気 自動車八の充電電力量の予測値 を予測消費電力量 と し、予

測消費電力量 を時間帯 ごとに レベ ル 分 けする レベ ル 決定部 をさ らに備

え、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 1 に記載の

蓄熱式空調 シ ステ ム の制御装置。

単位時間当た りの前記電気 自動車への充電電力量の予測値 および前

記蓄熱式空調 シ ステ ム の消費電力量の予測値 を合計 した予測消費電力

量 を レベル分 けする レベル決定部 をさ らに備 え、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 1 に記載の

蓄熱式空調 シ ステ ム の制御装置。

単位時間当た りの前記電気 自動車八の充電電力量の予測値、前記蓄

熱式空調 シ ステ ム の消費電力量の予測値 および前記施設のその他の機

器の消費電力量の予測値 を合計 した予測消費電力量 を レベ ル 分 けする

レベ ル 決定部 をさ らに備 え、



前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 1 に記載の

蓄熱式空調 シ ステ ム の制御装置。

前記蓄熱式空調 シ ステ ム は、 前記空調機 を複数台有 し、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、蓄熱 され

たエネルギーを使用する蓄熱式空調 システムの空調機 の台数 を増やす

ことを特徴 とする請求項 2 か ら4 のいずれかに記載の蓄熱式空調 シス

テ ム の制御装置。

前記空調機 は、冷媒が循環する冷媒循環経路 を有 し、

前記蓄熱式空調 シ ステ ム は、前記冷媒循環経路が循環 し、前記冷媒

循環経路 と前記蓄熱ュ二 ッ 卜との間で熱交換 を行 う熱交換器 を有 し、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記熱交

換器 に循環する冷媒の流量 を増大させることを特徴 とする請求項 2 か

ら4 のいずれかに記載の蓄熱式空調 シ ステ ム の制御装置。

前記空調機 は、冷媒が循環する冷媒循環経路 を有 し、

前記蓄熱式空調 シ ステ ム は、前記冷熱 によって冷却 される冷水が循

環する冷水循環経路 と、前記冷媒循環経路が循環 し、前記冷媒循環経

路 と前記冷水循環経路 との間で熱交換 を行 う熱交換器 を有 し、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記熱交

換器 に循環する冷水の流量 を増大させることを特徴 とする請求項 2 か

ら4 のいずれかに記載の蓄熱式空調 システムの制御装置。

冷熱 を蓄熱する蓄熱ュニ ッ 卜と、前記蓄熱ュニ ッ 卜に蓄熱 されたエネ

ルギ一を使用 してシ ョ一ケースの庫 内温度 を調節するシ ョ一ケースと

を有する蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム に接続 され、

電気 自動車 を充電する充電器が設置 された施設 に配置 される前記蓄

熱式シ ョー ケ ー ス シ ステ ム の制御装置であ って、

前記電気 自動車八の充電電力量 を予測する予測部 と、

前記予測部 による予測結果 にもとづいて、前記蓄熱ュニ ッ 卜の蓄熱



および前記シ ョーケースが使用する前記冷熱のェネルギ一の使用量 を

制御する制御部 と、

を備 えることを特徴 とする蓄熱式シ ョ一ケースシステムの制御装置

前記電気 自動車八の充電電力量の予測値 を予測消費電力量 と し、予

測消費電力量 を時間帯 ごとに レベル分 けする レベル決定部 をさ らに備

え、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベルほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 8 に記載の

蓄熱式シ ョ一ケー ス シ ステ ム の制御装置。

単位時間当た りの前記電気 自動車への充電電力量の予測値 および前

記蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム の消費電力量の予測値 を合計 した予測

消費電力量 を レベル分 けする レベル決定部 をさ らに備 え、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベルほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 8 に記載の

蓄熱式シ ョ一ケー ス シ ステ ム の制御装置。

単位時間当た りの前記電気 自動車八の充電電力量の予測値、前記蓄

熱式シ ョ一ケー ス シ ステ ム の消費電力量の予測値 および前記施設のそ

の他の機器の消費電力量の予測値 を合計 した予測消費電力量 を レベル

分 けする レベル決定部 をさ らに備 え、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベルほど、前記冷熱

のエネルギーの使用量 を多 くすることを特徴 とする請求項 8 に記載の

蓄熱式シ ョ一ケー ス シ ステ ム の制御装置。

前記蓄熱式シ ョ一ケースシステムは、前記シ ョ一ケースを複数台有

し、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベルほど、蓄熱 され

たエネルギーを使用する蓄熱式シ ョ一ケースシステムのシ ョ一ケース

の台数 を増やす ことを特徴 とする請求項 9 か ら 1 1 のいずれかに記載



の蓄熱式シ ョ一ケースシステムの制御装置。

[ 請求項 13 ] 前記シ ョ一ケー ス は、冷媒が循環する冷媒循環経路 を有 し、

前記蓄熱式シ ョー ケ ー ス シ ステ ム は、前記冷媒循環経路が循環 し、

前記冷媒循環経路 と前記蓄熱ュニ ッ 卜との間で熱交換 を行 う熱交換器

を有 し、

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記熱交

換器 に循環する冷媒の流量 を増大させることを特徴 とする請求項 9 か

ら 1 1 のいずれかに記載の蓄熱式シ ョーケースシステムの制御装置。

[ 請求項 14] 前記シ ョ一ケ ー ス は、冷媒が循環する冷媒循環経路 を有 し、

前記蓄熱式シ ョ一ケースシステムは、前記冷熱 によって冷却 される

冷水が循環する冷水循環経路 と、前記冷媒循環経路が循環 し、前記冷

媒循環経路 と前記冷水循環経路 との間で熱交換 を行 う熱交換器 を有 し

前記制御部 は、前記予測消費電力量が大 きい レベ ル ほど、前記熱交

換器 に循環する冷水の流量 を増大させることを特徴 とする請求項 9 か

ら 1 1 のいずれかに記載の蓄熱式シ ョーケースシ ステ ム の制御装置。

[ 請求項 15 ] 冷熱 を蓄熱する蓄熱ュニ ッ 卜と、前記蓄熱ュニ ッ 卜に蓄熱 されたェ

ネルギーを使用 して空気の温度 を調節する空調機 とを有する蓄熱式空

調 シ ステ ム と、

前記蓄熱ュニ ッ 卜に蓄熱 されたエネルギーを使用 してシ ョー ケ ー ス の

庫 内温度 を調節するシ ョ一ケースとを有する蓄熱式シ ョ一ケースシ ス

テムに接続 され、

電気 自動車 を充電する充電器が設置 された施設 に配置 される前記蓄

熱式空調 システムの制御装置 と前記蓄熱式シ ョ一ケースシステムであ

つて、

前記電気 自動車八の充電電力量 を予測する予測部 と、

前記予測部 による予測結果 にもとづいて、前記蓄熱ュニ ッ 卜の蓄熱

および前記空調機 が使用する前記冷熱のェネルギ一の使用量 を制御す



る制御部 と、

を備 えることを特徴 とする蓄熱式空調 システムの制御装置 と蓄熱式

シ ョ一 ケ ー ス シ ステ ム の制御装置。

[ 請求項 16 ] 請求項 1 か ら 1 5 のいずれかに記載の制御装置 を備 えることを特徴

とする冷凍機 システム。
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